
 

【表紙】  

【発行登録番号】 30－関東１

【提出書類】 発行登録書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2018年12月19日

【会社名】 株式会社かんぽ生命保険

【英訳名】 JAPAN POST INSURANCE Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役兼代表執行役社長　植平　光彦

【本店の所在の場所】 東京都千代田区大手町二丁目３番１号

【電話番号】 03－3477－2386

【事務連絡者氏名】 常務執行役　加藤　進康

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区大手町二丁目３番１号

【電話番号】 03－3477－2386

【事務連絡者氏名】 経営企画部長　宮本　進

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【発行予定期間】 この発行登録書による発行登録の効力発生予定日(2018年

12月27日)から１年を経過する日(2019年12月26日)まで

【発行予定額又は発行残高の上限】 発行予定額　　100,000百万円

 

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)
 

EDINET提出書類

株式会社かんぽ生命保険(E31755)

発行登録書（株券､社債券等）

1/4



第一部 【証券情報】

第１ 【募集要項】

以下に記載するもの以外については、有価証券を募集により取得させるに当たり、その都度「訂正発行登録書」又は

「発行登録追補書類」に記載します。

 
１ 【新規発行社債】

未定

 
２ 【社債の引受け及び社債管理の委託】

未定

 
３ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

未定

 
(2) 【手取金の使途】

一般運転資金として、一般勘定資産の運用資金に充当する予定であります。

 
第２ 【売出要項】

該当事項はありません。

 

第３ 【その他の記載事項】

該当事項はありません。
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第二部 【参照情報】

第１ 【参照書類】

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

 
１ 【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度　第12期(自　2017年４月１日　至　2018年３月31日)　2018年６月21日関東財務局長に提出

事業年度　第13期(自　2018年４月１日　至　2019年３月31日)　2019年７月１日までに関東財務局長に提出予定

　

２ 【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度　第13期第１四半期(自　2018年４月１日　至　2018年６月30日)　2018年８月10日関東財務局長に提出

事業年度　第13期第２四半期(自　2018年７月１日　至　2018年９月30日)　2018年11月26日関東財務局長に提出

事業年度　第13期第３四半期(自　2018年10月１日　至　2018年12月31日)　2019年２月14日までに関東財務局長に

提出予定

事業年度　第14期第１四半期(自　2019年４月１日　至　2019年６月30日)　2019年８月14日までに関東財務局長に

提出予定

事業年度　第14期第２四半期(自　2019年７月１日　至　2019年９月30日)　2019年11月29日までに関東財務局長に

提出予定

　

３ 【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本発行登録書提出日(2018年12月19日)までに、金融商品取引法第24条の５第４項及び

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を2018年６月21日に関東財務

局長に提出

 
４ 【訂正報告書】

訂正報告書(上記１の有価証券報告書の訂正報告書)を2018年12月14日に関東財務局長に提出

 

第２ 【参照書類の補完情報】

上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書(以下「有価証券報告書等」という。)に記載された

「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後、本発行登録書提出日(2018年12月19日)までの間に

おいて生じた変更は以下のとおりです。なお、変更箇所は下線で示しております。

また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本発行登録書提出日現在に

おいてもその判断に変更はなく、新たに記載すべき将来に関する事項もありません。なお、当該将来に関する事項につ

いては、その達成を保証するものではありません。

　

「事業等のリスク」

(1) 日本郵便株式会社との関係に関するリスク

①　ユニバーサルサービスの提供に関するリスク

日本郵便株式会社は、郵政民営化法上のユニバーサルサービスに係る規定を遵守するため、当社と生命保険募

集・契約維持管理業務委託契約及び保険窓口業務契約を締結して当社の保険代理業務を受託し、全国の各郵便局

において、当社の商品及びサービスを提供しております(かかる契約の詳細については「４　経営上の重要な契約

等」をご参照ください。)。特に、保険窓口業務契約は、期間の定めのない契約であり、本契約に定める特段の事

情がない限り当社から一方的に解除することはできないこととされております。また当社の定款上、当社は日本

郵便株式会社との間で、保険窓口業務契約を締結する旨の規定が存在し、当該契約を終了させる場合には当社の

定款変更が必要となります。したがって、当社が日本郵便株式会社との間の保険窓口業務契約を終了させるに

は、これらの手続等を充足する必要があります。
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このように、当社が、ユニバーサルサービスの提供義務を負う日本郵便株式会社との間で、解除することが困

難な保険窓口業務契約を締結することで、日本郵便株式会社がユニバーサルサービスを提供する上での関連保険

会社としての地位を維持する契約上の義務を負うため、当社の柔軟な事業展開が困難となり、当社グループの事

業、業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

また、今後ユニバーサルサービスの確保に関する政府の施策、法令や規制等の改正等の内容によっては、当社

グループの事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

なお、平成30年12月１日、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法の一部を改正する法律が施行され

ました。郵便局ネットワーク維持に要する費用は、従来、日本郵便株式会社と関連銀行・関連保険会社との間の

契約に基づく委託手数料により賄われていましたが、当該費用のうち日本郵便株式会社が負担すべき額を除く基

礎的費用は、本法に基づき、平成32年３月期から、当社及び株式会社ゆうちょ銀行からの拠出金を原資として管

理機構から日本郵便株式会社に交付される交付金で賄われることとなります。

当該基礎的費用の算定方法は、直近の郵便局ネットワークの維持の状況を基礎とした次の費用の合計額となり

ます。

ア　郵便局ネットワークを最小限度の規模の郵便局により構成するものとした場合における人件費、賃借料・

工事費その他の郵便局の維持に要する費用、現金の輸送及び管理に要する費用、固定資産税・事業所税

イ　簡易郵便局で郵政事業に係る基本的な役務が利用できるようにすることを確保するための最小限度の委託

に要する費用

当該基礎的費用及び交付金・拠出金の算定等に係る管理機構の事務費用は、郵便窓口業務、銀行窓口業務、保

険窓口業務において見込まれる利用者による郵便局ネットワークの利用の度合等に応じて按分され、保険窓口業

務に係る按分額を当社が拠出金として拠出することとなりますが、拠出金額は管理機構が算定し、総務大臣の認

可を受けて決定することとされているため、現時点では確定しておりません。

 
②　日本郵便株式会社への委託手数料等に関するリスク

当社は、日本郵便株式会社と締結している生命保険募集・契約維持管理業務委託契約、保険窓口業務契約等(以

下「業務委託契約等」といいます。)及び代理店手数料規程等に基づき、日本郵便株式会社に対して委託手数料を

支払っておりますが、その一部は、日本郵便株式会社が当社に提供する業務に必要な経費単価に郵便局数等を乗

じて算定するものや、新契約の獲得により加算されるものがあります(委託手数料の詳細及び金額については、

「４　経営上の重要な契約等　(参考)日本郵便株式会社に支払う委託手数料」をご参照ください。)。このよう

に、当社が日本郵便株式会社に支払う委託手数料は、日本郵便株式会社において当社からの委託業務に基づき発

生する費用に応じて増加する可能性があり、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

なお、前記「①　ユニバーサルサービスの提供に関するリスク」に記載のとおり、平成32年３月期から、郵便

局ネットワーク維持に要する基礎的費用は、当社及び株式会社ゆうちょ銀行からの拠出金を原資として管理機構

から日本郵便株式会社に交付される交付金で賄われることとなるため、当社が日本郵便株式会社に業務委託契約

等に基づいて支払っている委託手数料についても見直しを行うこととしています。

また、委託手数料の他にも、当社は、委託元会社として生命保険の募集及び業務に係る品質を確保する責任が

あるため、代理店である郵便局において使用されるITシステムの導入、維持及び管理に係る費用の一部を負担

し、また、当社の業務を行う日本郵便株式会社の従業員の指導、教育等の費用の一部を負担しております。

 
第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】

株式会社かんぽ生命保険本店

 (東京都千代田区大手町二丁目３番１号)

株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　

第三部 【保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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